様式第３－１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
参加資格要件確認資料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出者名　　　　　　　　　　　　
１　建設業の許可
 　対象工事に対応する業種に係る許可年月日及び許可番号　等
	  登録名
	   登録番号
	   登録年月日
	備　考

	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


２　建築士事務所登録
　対象業務に対応する業種に係る登録年月日および事務所登録番号

	商号又は名称
	登　録　番　号
	登録年月日

	
	
	


	
	
	

	
	
	


３　経営事項審査における総合評定値について
	  商号及び名称
	   申請業種
	   総合評定値
	

	（例）

<代>埼玉県庁
	建築一式
	○○○点
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注：特定企業体における代表構成員は商号及び名称の部分に<代>と記載すること。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出者名　　　　　　　　　　　　
４　同種の施工実績
	CORINS登録
	有　・　無
	有　・　無
	有　・　無
	有　・　無
	

	工事名
	
	
	
	
	

	発注機関名
	
	
	
	
	

	契約金額
	
	
	
	
	

	工事期間
	
	
	
	
	

	工事の概要
	
	
	
	
	

	技術的特徴
	
	
	
	
	

	JV

出資比率
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出者名　　　　　　　　　　　　
５　当該業務の実施体制

（１）本業務における配置予定の技術者の資格、経歴、手持ち業務の状況

①　単体　又は　特定企業体の代表構成員
	
	商号及び名称
	
	

	
	配置予定の
技術者
	 技術者区分

管　理　技　術　者
	

	
	
	 氏名
	 生年月日
	

	
	
	 所属・役職名
	

	
	
	 法令による免許

（取得年月日）

（登録番号）
	１級建築士

平成○年○月○日

○○○
	１級建築施工管理技士
平成○年○月○日

○○○
	

	
	
	 最近〇年間の主な経歴
 （年度）　　　　　（業務名）　　　　　（担　当）　　   （発注者）
	

	
	
	 現在手持ち業務
 （業務期間）　　　（業務名）　　　　　（担　当）　　　 （発注者）
	


※複数の配置予定の技術者を記載する場合、適宜表を増やすこと。

②　特定企業体のその他の構成員
※複数の配置予定の技術者を記載する場合、適宜表を増やすこと。

	
	商号及び名称
	
	

	
	配置予定の
技術者
	 技術者区分

管　理　技　術　者
	

	
	
	 氏名
	 生年月日
	

	
	
	 所属・役職名
	

	
	
	 法令による免許

（取得年月日）

（登録番号）
	１級建築士

平成○年○月○日

○○○
	１級資格

平成○年○月○日

○○○
	

	
	
	 最近〇年間の主な経歴
 （年度）　　　　　（業務名）　　　　　（担　当）　　   （発注者）
	

	
	
	 現在手持ち業務
 （業務期間）　　　（業務名）　　　　　（担　当）　　　 （発注者）
	


様式第３－２号
参加表明書提出後の変更等の届出について
１　参加表明書を提出した者（技術提案書の提出者の選定後は選定された者、技術提案書の特定
　後は特定された技術提案書の提出者に限る。）は、次に掲げる事項について変更があったとき
　（(5)及び(6)に掲げる事項（(6)に掲げる事項にあっては代理人の役職名に限る。）にあって
　は、変更するとき）は、直ちに書面により届け出なければならない。新たに代理人を置くとき
　も同様とする。
 (1)　商号又は名称
 (2)　住所又は電話番号（ファクシミリ番号を含む。以下同じ。）
 (3)　法人の代表者
 (4)　事業主又は法人の代表者の氏名
 (5)　代理人
 (6)　代理人の勤務する営業所の所在地、電話番号、役職名又は氏名
 (7)　測量業者登録の有無（対象業務が測量業務であるときに限る。）
 (8)　建築士事務所登録の有無（対象業務が建築関連コンサルタント業務であるときに限る。）
２　１の書面には、変更事項に応じて、別表１に掲げる書類を添付しなければならない。
３　参加表明書を提出した者（技術提案書の提出者の選定後は選定された者、技術提案書の特定
　後は特定された技術提案書の提出者に限る。）は、次に該当することとなったときは、直ちに
　書面により届け出なければならない。
 (1)　地方自治法施行令第１６７条の４第１項（同令１６７条の１１第１項の規定で準用する場
　　合も含む。）の規定に該当する者となったとき。
 (2)　死亡（法人においては解散）したとき。
 (3)　営業停止命令を受けたとき。
 (4)　営業の休止、再開又は廃止をしたとき。
 (5)　金融機関に取引を停止されたとき。
４　３の書面には、届出事項に応じて、別表２に掲げる書類を添付しなければならない。
５　参加表明書を提出した者（技術提案書の提出者の選定後は選定された者、技術提案書の特定
　後は特定された技術提案書の提出者に限る。）は、次に該当するときは、直ちに書面により届
　け出なければならない。
 (1)　県内における工事等の施工に当たり、過失により工事等を粗雑にしたとき。
 (2)　県内における工事等の施工に当たり、安全管理の措置が不適当であったため、公衆に死亡
　　者若しくは負傷者を生じさせ、又は損害を与えたとき。
 (3)　県内における工事等の施工に当たり、安全管理の措置が不適当であったため、工事関係者
　　に死亡者又は負傷者を生じさせたとき。
 (4)　次に掲げる者が県の職員に対する贈賄の容疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を
　　提起されたとき。
　　ア　個人事業主又は法人の代表権を有する役員若しくは代表権を有すると認めるべき肩書を
　　　付した役員（以下「代表役員等」という。）
　　イ　法人の役員又は支店若しくは営業所（常時工事等の契約をする事務所をいう。）を代表
　　　する者でアに掲げる者以外のもの（以下「一般役員等」という。）
　　ウ　使用人でイに掲げる者以外のもの（以下「使用人」という。）
 (5)　次に掲げる者が県内の他の公共機関の職員に対する贈賄の容疑により逮捕され、又は逮捕
　　を経ないで公訴を提起されたとき。
　　ア　代表役員等
　　イ　一般役員等
　　ウ　使用人
 (6)　次に掲げる者が県外の他の公共機関の職員に対する贈賄の容疑により逮捕され、又は逮捕
　　を経ないで公訴を提起されたとき。
　　ア　代表役員等
　　イ　一般役員等
 (7)　関東甲信地域における業務に関し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭
　　和２２年法律第５４号）の規定による勧告又は課徴金納付命令を受けたとき。
 (8)　代表役員等、一般役員等又は使用人が、関東甲信地域における談合の容疑により逮捕され、
　　又は逮捕を経ないで公訴を提起されたとき。
 (9)　代表役員等が禁錮以上の刑にあたる犯罪の容疑により公訴を提起され、又は禁錮以上の刑
　　若しくは刑法（明治４０年法律第４５号）の規定による罰金刑を宣告されたとき。
別表１
	  変更事項
	                  添付書類
	

	 商号又は名称
	 　 登記簿謄本（変更日が確認できるもの。法人に限る。）
	

	 住所
	 (1)  法人
 　　 登記簿謄本（変更日が確認できるもの）
 (2)　個人
 　　 住民票の写し（変更日が確認できるもの）
	

	 電話番号
	 　 不要
	

	 法人の代表者
	 　 登記簿謄本（変更日が確認できるもの）
	

	 事業主の氏名
	  　住民票の写し（変更日が確認できるもの）
	

	 法人の代表者の氏名
	 　 登記簿謄本（変更日が確認できるもの）
	

	 代理人
	 　 委任状（様式第３号）
 　 営業所表（様式第２号）（新たに代理人を置く場合に限る。）
	

	 代理人の勤務する営業所
 の所在地
	 　 営業所表（様式第２号）
 　 委任状（様式第３号）
	

	 代理人の勤務する営業所
 の電話番号
	 　 不要
	

	 代理人の役職名
	 　 営業所表（様式第２号）
 　 委任状（様式第３号）
	

	 代理人の氏名
	 　 住民票の写し（変更日が確認できるもの）
	

	 測量業者登録の有無
	 　 不要
	

	 建築士事務所登録の有無
	 　 不要
	


別表２
	  届    出    事    項
	                  添付書類
	

	 地方自治法施行令第167
 条の４第１項の規定に該
 当する者となった旨
	 (1)　法人
 　 　登記簿謄本（宣告日が確認できるもの）
 (2)　個人
 　   後見登記等ファイルに記録されている事項の証明書（後見等
    が開始された日が確認できるもの）
	

	 死亡（法人においては解
 散）した旨
	 (1)  法人
 　　 登記簿謄本（解散日が確認できるもの）
 (2)　個人
 　　 除籍抄本（死亡日が確認できるもの）
	

	 営業停止命令を受けた旨
	 　 命令書の写し
	

	 営業の休止又は廃止をし
 た旨
	 　 不要
	


